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琵琶湖における底層溶存酸素量の類型指定について 

 

１ 琵琶湖に係る底層溶存酸素量の水域類型の指定に伴う告示改正 

令和３年 12 月 28 日に国において琵琶湖及び東京湾において、水質環境基準である

底層溶存酸素量に係る水域類型の指定を行うため、関係する告示が改正された。（底

層溶存酸素量に係る水域類型の指定は全国初） 

国の作成した資料によると、底層溶存酸素量は、魚介類等の生息や藻場等の生育に

対する直接的な影響を判断できる指標であり、底層を利用する生物の生息・再生産に

とって特に重要な要素の一つとされている。 

 今回の告示改正では、平成 21 年３月環境省告示第 14 号（河川及び湖沼が該当する

水質汚濁に係る環境基準の水域類型の指定に関する件）について、告示別表として、

第２を以下のとおり追加された。 

 

別表第２（告示別表２の１の（２）のエ関係） 

 
 ※ 類型指定された水域については、次頁図１参照。 

 

＜参考＞水質汚濁に係る環境基準について（昭和 46 年 12 月環境庁告示第 59 号）別表２（抜粋） 

 

資料２ 
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図１ 類型指定された水域（琵琶湖） 
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２ 今後の予定 

（１）国における対応 

東京湾および琵琶湖に係る底層溶存酸素量の類型指定について、令和３年７月 30

日に「底層溶存酸素量に関する環境基準の水域類型の指定について（答申）」が公表さ

れた。その答申では目標とする達成率および達成期間（国が設定）は、類型指定され

た後、国において最初の５年間程度の中で底層溶存酸素量の状況に照らすことや、関

係機関との協議を行うこと等により設定することとされている。 

 また、底層溶存酸素量の類型指定に係る測定地点（環境基準点）の設定は、対象と

なる水域を管轄する自治体が設定することとなっているが、その前提となる測定地点

（環境基準点）の設定の考え方についても、現在、国において検討を進められている。 

 

底層溶存酸素量の評価方法：日間平均値の年間最低値により評価 

達 成 率 ：区分水域内の全測定地点のうち環境基準に適合している測定地点の割合 

達成期間：目標とする達成率を達成するまでの期間。直ちに達成する、又は、５年か

ら 10 年程度で達成する等が想定されている。 

 

（２）県における対応 

 国において検討が進められる環境基準点の設定の考え方を踏まえ、環境基準点を設

定する予定である。なお、環境基準点を設定するうえで、留意する主な事項は次のと

おりと考えている。 

 

① 有機汚濁等により底層溶存酸素量が低下しやすい地点 

 ・ 底層溶存酸素量の低下要因として流入負荷により悪化した底泥の寄与等が想定

されることから、流入負荷の影響が大きい地点（ＣＯＤ環境基準点など） 

 ・ 北湖中央付近の底層溶存酸素量の低下要因には、植物プランクトンの沈降量が

想定される。こうした視点を考慮した地点。（全窒素、全リンの環境基準点など） 

 ・ 水草繁茂にともなう底層溶存酸素量の低下を考慮した地点 

 

② 保全対象種※の生息、再生産への影響を考慮すべき地点 

・ 湖底に生息し、移動能力の低いセタシジミの代表的な生息、再生産の地点 

・ 第二湖盆付近も含めた深い場所を生活圏とするイサザの代表的な生息地点 

・ 仔魚の移動能力が低いホンモロコ等の代表的な再生産の地点 

※ コイ（在来型）、ニゴロブナ、ホンモロコ、イサザ、イワトコナマズ、ビワマス、スジエビ、セタシジミ 計８種 

 

③ 類型あてはめによる区分された水域における代表性 

 

④ 既存の環境基準点とのバランス 

 

 今後、琵琶湖における底層溶存酸素量や保全対象種に係る情報、国における環境基

準点の設定の考え方や目標とする達成率および達成期間の検討状況を踏まえ、環境基

準点の設定に関する検討を進める。 
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［参考］ 

令和 3年 10 月 7 日付け環水大水発第 2110073 号・環水大土発第 2110073 号 

『環境基本法に基づく環境基準の水域類型の指定及び水質汚濁防止法に基づく常時

監視等の処理基準について』より 

 

第２ 水質汚濁防止法関係 １．常時監視（法第 15条関係） 

（３）測定結果に基づき水域の水質汚濁の状況が環境基準に適合しているか否かを判断する場合 

２） 生活環境の保全に関する環境基準 

④ 湖沼及び海域における底層溶存酸素量の環境基準の達成状況の評価 

令和３年底層ＤＯ答申２.(3)及び２.(4)を参考として、類型区分された水域ごと

に判断すること。 

 

答申２.（３）評価方法について 

評価方法について、平成 28 年報告において、以下の 2点が示されている。 

１．底層溶存酸素量の評価方法 

（１）日間平均値の年間における評価方法について 

 答申に記載された内容をもとに、次のとおりまとめた。 

 １）評価方法の考え方 

底層溶存酸素量の年間における評価について、連続測定を実施する場合は、目標値を下回

る観測結果（日間平均値）が 2日以上続いた場合は「非達成」、そうでない場合は「達成」と

評価する。連続測定を実施しない場合は日間平均値の年間最低値により評価する。［後略］ 

 

（２）複数の環境基準点をもつ水域における評価の方法 

１） 底層溶存酸素量の達成評価の考え方 

［前略］ 

底層溶存酸素量が目標値を下回る場所が少なかったり、一時的であったり、速やかに回復

するのであれば、それは生態系の劣化をもたらさないと考えられる。このことから、底層溶

存酸素量の一時的かつ部分的な低下が生じたとしても、当該水域全体の個体群維持に問題が

生ずる可能性は低いと考えられる。 

ただし、個体群の維持が可能な最低限度の水域割合及び期間割合を求めることは、水生生

物種や対象水域の特性によって異なるため極めて困難である。 

以上のことから、底層溶存酸素量の基準値の達成評価を考える上では、当該水域における

保全対象種の個体群の維持を目的とする場合、類型あてはめを行った対象水域のすべて測定

地点（環境基準点）で、またすべての期間で基準値に適合しなくても、目的は達成できると

考えられる。 

２） 底層溶存酸素量における評価の方法 

１）を踏まえ、底層溶存酸素量の評価方法として、個々の測定地点（環境基準点）につい

て、目標値に適合しているか否かの判断はするが、類型指定より区分された水域ごとに達成

又は非達成の評価はせず、水域内の全ての測定地点（環境基準点）のうち、目標値に適合し

ている測定地点（環境基準点）数の割合で評価す方法が適当であると考えられた。[後略] 
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答申２.（４）目標とする達成率の設定及びその達成期間について 

 達成期間については、平成 28年報告では以下のとおり示されている。［中略］ 

底層溶存酸素量は新しい基準であるため、類型指定された後、当該水域の底層溶存酸素量を評

価するための測定地点を設定することが必要となる。 

類型指定された後、最初の 5 年間程度の中で底層溶存酸素量の状況に照らして、保全対象種の

生息状況の健全性についても可能な限り把握する。この間に把握した情報等を踏まえ、各水域区

分における保全対象種を中心とした水生生物の生息が健全に保たれることを目指し、目標とする

各水域区分の達成率を設定する。達成期間については、関係機関間での改善対策も把握した上で、

直ちに達成する、又は、５年から 10 年程度で達成するとする。若しくは、目標の達成に 10 年程

度以上の長期を要すると考えられる場合には、10 年程度以内に目指す暫定的な目標（達成率又は

地点別適合状況等）を柔軟に設定し、必要な施策に段階的に取り組むことも可能とする。［後略］ 

 

答申３. 国のあてはめ水域における水域類型の指定について 

（２）琵琶湖 

3) 目標とする達成率及び達成期間 

琵琶湖において、今後、底層溶存酸素量を評価するための測定地点を設定し、5年程度

の測定結果及び達成率の状況を踏まえて、目標とする達成率及び達成期間を決定する。 


